2005年に韓国で公開された日韓会談関連外交文書 by 吉澤 文寿
2005年に韓国で公開された日韓会談関連外交文書
吉澤文寿
日韓国交正常化交渉 は 韓会談)とは､予備会談を含めると1951年 10月から
1965年6月まで行なわれた日本と大韓民国との間の国交正常化交渉のことであるO
その際､日韓間の諸懸案について解決してから国交正常化するという前提の下､基本
関係､財産 ･請求権､在日朝鮮人の法的地位､漁業､文化財､船舶などの諸問題につ
いて委員会 は たは小委員会)が設置されたo漁業問題を除く議題はいずれも植民地
支配の清算という課題と関連するものであった｡しかし､周知の通り､日本による植
民地支配の責任が十分明らかにきれないまま､1965年6月22日に日韓基本条約及
び諸協定が締結されたのである｡
また､日本と朝鮮民主主義人民共和国との国交正常化交渉 を日朝交渉)も1991年
1月から始まったOこの交渉でも国交正常化の前提として日朝間の諸懸案が討議され
てきた｡ただ､周知の通り､2006年 11月現在､日朝交渉は中断状態であり､再開
のめどが立っていないo
言うまでもなく､日朝交渉では日韓会談と同様に植民地支配の清算問題が討議され
なければならない｡この点について述べると､1965年2月の訪韓時に椎名悦三郎外
相が主体と対象を噂味にした ｢お詫び｣を述べるにとどまったのに対し､近年の日本
政府は 1995年の村山談話や 1998年の日韓パ-トナ-シップ 宣 言 を 通 じ て､植民地
支配の事実に対する-定の ｢お詫び｣を表明してきた｡そのように至った大きな歴史
的背景として､1980年代末からの韓国における民主化があるol988年の慮泰愚政
権発足以後､植民地権力及び ｢解放｣後の米軍政､独立後の韓国における強権体制の
被害者たちがようやく自らの被害を告発することが可能となったoこうして､民主化
以後の韓国では過去の事件に対する真相を究明しようとする動きが高まったのであるO
そのような理由で､2002年9月の日朝平壌宣言でも ｢日本は､過去の植民地支配に
よって､朝鮮の人々に多大の損害と苦痛を与えたという歴史の事実を謙虚に受け止め､
痛切な反省と心からのお詫びを義明｣することになったO
ところで､今回紹介する日韓国交正常化交渉関連外交文書 (以下､日韓会談文書)
の公開はこのような韓国における民主化の一環である｡すなわち､2002年 10月､
韓国における戦時強制動員被害者 100名が日韓会談文書の開示を求めて､ソウル行
政法廷に訴訟を起こしたOその結果､原告が要求していた57件申第 1次公開分の
5件の開示を命じる判決が下されたのであった｡被告の韓国政府 宅外交通商部 :｢部｣
は日本政府の ｢省｣にあたる)はいったん控訴したものの､裁判 で 勝 つ 見通しがない
と判断し､-転して文書公開に踏み切ったO こうして､日韓会談 文 書 は 慮 武鑑政権に
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よる過去事清算作業の-環として､2005年 1月及び8月に公開されたのであるO
公開された資料の分量は 1月 (第 1次)の公開で5件約 1000コマ､8月 (第2
次)の公開で156件約360掴 コ軍に達する膨大なものであったoこれらの措置により､
韓国政府の外交通商部が管理する日韓会談文書は 痩 面公開｣苦れたとい見るOもっ
とも､今臥 他省庁で管理する文書や日韓会談に関与した米国政府の行動についての
文書は公開きれなかった｡本稿の最後に公開された文書の件名リストを添付したので､
参照されたい くタイトルは韓国語O日本語訳は吉輝による)｡なお､これらの資料は
ソウルの外交安保研究院などでマイクロフィルムとして閲覧することができる｡紹介
状などの特別な手続きは必要ないo
以前､私は第 1次公開分のこれらの文書にかんする解題を発表したことがある げ公
開された日韓会談関連外交文書｣(『アリラン通信』第35号､2005年6月)～｢公開
された日韓会談関連外交文書について｣(『戦争責任研究』第49号､2005年9月)o
また､第2次公開分の文書の一部について､李洋秀民による解題がある (『戦争責任
研究』第53号､2006年9月より連載)O文書の件名リストを一瞥すればわかるように､
日韓会談文書は各会談の本会議､委員会の会議録の他に韓国政府の各省庁で作成した
文書､資料､電文などが含まれている｡
今日までの日韓会読研究は流出した 韓 国政府の公文書や回顧録､新聞記事などで進
められてきたO今回の公開された文書を通じて､今日までの研究成果を確認したうえ
で､より正確な議論が可能になったo今後はこれらの資料を用いた研究成果に期待し
たい｡
今後の課題は日本政府による日韓会談文書の全面公開である｡交渉記録は双方で作
成されているのだから､当然第三者が対照できる状態にすべきである｡資料が現存し
ないのであればそれは不可能であるが､日本政府が管理する日韓会談 文 書は確実に存
在し､しかも一方が全面公開に踏み切ったという事実は重要である｡
もっとも､日本政府は情報公開法第5条第3項の ｢公にすることにより､国の安
全が苦言れるおそれ､他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他
国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めるこ
とにつき相当の理由がある情報｣ について不開示とすることが可能である｡ただし､
日韓会議文書の場合､条約締結から40年以上経過し､韓国政府が全面公開に踏み切
った現在､日本政府が唯一不開示の根拠とできるのは日朝交渉のみであるo
Lかし､先述の通り､今日の状況は1965年の日韓諾条約締結時に比べると､植民
地支配責任の所在を明確にすることが求められていると言える｡にもかかわらず､日
本政府は朝鮮民主主義人民共和国に対して､韓国と同様に経済協力でこの問題を解決
しようとしているOこのような ｢お詫び｣をするが ｢補償｣はしないという論理が､
植民地支配に対するや日の日本政府の基本姿勢だと言える｡このような論理を掲げて
いる日本政府は結局､今日に至るまで植民地支配責任の問題に正面から向き合ってい
ないと言えるのではないだろうか¢
私は日韓会談文書を全面公開し､当時の交渉内容について誰もが検証できる状況を
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作ることが重要だと考えている｡植民地支配の清算を含む日朝間の諸懸案を解決して､
日朝国交正常化を窯現されるためには､日韓会談の問題 点 を 整 理 し て ､ 二 の 轍 を 踏 ま
ないようにしなければならないOそのためには､日韓会談文書へのアクセスにつ い て
透明性が確保登れねばならないだろうo そのような措置が実現できてこそ､日本政府
は植民地支配責任の問題に薬撃に取り組んでいると見なされるのではないだろうかo
｢日韓国交正常化交渉関連外交文書リスト｣
○第 1次公開分 (2005年1月17日)
1 第6次韓日会談請求権関係資料､1963
2 再開 ･第6次韓日会談請求権委員会会議録及び経済協力問題､且964
3 第7次韓日会談請求権及び経済協力にかんする協定内容説明及び資料､1965
4 第7次韓日会談請求権関係会議報告及び訓令､65･全2巻申V.i65,3.18-4.
3までの交渉
5 同上V.265.4.3仮署名後の請求権及び経済協力委員会､1965.4-6
0第2次公開分 (2005年8月26日)
1 韓日会談予備会談汁951.10.20-12.4)資料集 :対日講和条約にかんする基本態
度とその法的根拠､1950
2 韓日会談予備会談 :在日樺太の法的地位問題事前交渉､1951ふ9
3 韓日会談予備会談 :本会議会議録､第 1-10次､195呈.10.20-12.4
4 韓日会談予備交渉 :請求権関係賃料 (日本にある旧王室財産目録)㌔1951
5 第 1次韓 日会談 宅1952.2.15-4.21日 基本関係委員会会議録､第 レB次､
1952.2.22-4.2
6 第 1次韓 日会 談 :在 日韓 人 の法 的地 位委 員会 会 議 録､第 ト36次､
1951.10.30-1952.4.1
7 第 1次韓日会談 :本会議会議録第 ト5次,1952.2.15-4.21
8 第 1次韓日会談 :船舶萎員会会議録､第 ト33次､1951.10.30-52.4.1
9 韓国船舶返還関係､1948-52
10 第 i次韓田会談 :漁業委員会会議録､第 ト15次､1952.2.20-4.21
日 第 1次韓日会談 :請求権分科委員会会議録､第 1-8次､1952.2.20-4.1
12 第 五凍韓日会談 :請求権関係資料､1950-52
13 第2次韓日会談H953.4.15-7.23日 国籍及び処遇分科委員会会議録､第 レ6次､
5.13-6_19
14 第2次韓日会談 :本会議会議録､第 ト3次､1953.4.15-30
15 第2次韓日会議 :船舶委員会会議録､第 1次､1953.5B
16 第2次韓日会談 :漁業委員会会議録､第 1-13次､1953.5.6-7.23
17 第 2次韓日会議 :漁業関係資料､195ト53
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18 第2次韓日会談 :請求権委員会会議録､第 ト3次､1953.5.ll-6.15
19 第3次韓日会議 tl953や10.6-21):国籍及び処遇分科委員会会議録､第 且次､
1953.10.10
20 第3次韓日会談 :本会議会議録及び第 ト3次韓日会談決裂経緯､1953.旦0-12
21 第3次韓日会談漁業垂員会会議録､第 ト2次､1953.10.8-14
22 第3次韓日会議 :請求権委員会会議録､第 ト2次､1953.呈0.9-15
23 在韓旧日本Å財産の所有権問題､1955
24 第4次韓日会談冒958丸ま5-60.4.19)予備交渉､1956-58金3巻申V.1景式
台と駐日代表部との交換公文､1956157
25 同上V.21957
26 同上V.31958.1-4
27 第4次韓日会議 ･交渉及び訓令､1958-60
28 第4次韓日会談 :代表団任免関係､1958-60
29 第4次韓日会議 :文化財小委員会会議録及び文化財返還交渉､1958
30 第4次韓 日会談 :在 日繰入 の法的地 位 委員会会議録､第 巨22次､
1958.5.19-59.11.2
31 第4次韓日会議 :奉会議会議録､第 卜i5次､1958.4.15-60.4.15
32 第4次韓日会談 :船舶小委員会会議録､第 1-24次､ま958息6月2.6
33 第4次韓日会談 :漁業及び平和線委員会会議録及び一般問題､且958-60
34 第4次韓日会談 :請求権委員会会議録､第 ト3次､1958息20-は膵
35 第4次韓日会議 :請求権関係資料､1958
36 在日韓Å北緯送還及び韓日両国抑留者相互釈放関係綴､1955-60全9巻申V.1
大村収容所に収容中の北送希望者の釈放問題､1958
37 同上v3在日韓Å北緯送還､1959.ト8
38 同上V.3在日韓Å北韓送還､1959.9-60.2
39 岡上V.4北送阻止のためのジュネーブ代表部の活動､1956-60
40 同上V.5北送延長のための日本赤十字社と北緯赤十字社間の会談､1960
41 同上V.6北送阻止のための公報および駐在国の反応､1959-60
42 同上V.7北送関係参考資料､1955-60
43 同上Ⅴ.8北送関係新聞記事､1959
44 岡上V.9大村収容所に収容中の日本密入国韓国人の強制送還および肇捕日漁船
追放にか/'しするJ芋､19556し)
45 第5次韓日会談予備会談持960.10.25-61.5.15):代表団任免関係､旦960-61
46 第5次韓 日会談予備会議 :文化財小委員会および専門家会議報告､
1960.1I-61.5
47 第5次韓日会談予備会談 :在日樺太法的地位委員会会議録および訓令 ･非公
式会談報告､1960-61
48 第5次韓日会談予備会読 :本会議会議録および事前交渉非公式会談報告､
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1960.1ト61.5
49 第5次韓日会談予備会談 :船舶委員会か豪農会会議録および対日返還請求船
舶リスト､1[捕ull()1J)
50 第5次韓日会談予備会談 :漁業および平和線憂員会会議録および非公式会談
判持,I.､lf.)(_;(.)61
51 第5次韓日会議予備会談 :-般問題､1960-61
52 〔第5次韓日会談予備会談〕在日韓人財産搬入問題､1960
53 第5次韓日会談予備会談 :一般請求権小委員会会議録､第 日 3次､1960-61
54 第5次韓日会読予備会談 :来日平和条約第4粂 (請求権関係)の解釈にかん
する米国務省覚書の公開､1961
55 第6次韓日会談 冒961.10.20-64A)予備交渉､1961堂2巻申vj7-8月
56 岡上V,29-io月
57 第6次韓日会談 :代表団任免関係､196ト64I
58 第6次韓日会談:第 1次政治会談､東京､1962.3.12-17全2巻中V,且予備交渉､
1962.I-3
59 同上V.2楼徳新一小坂外相会談､1962や3.12-17
60 第 6次韓日会議 :第 1次政治会談以後の交渉､1962.3-7
61 第 6次韓日会談 :第2次政治会談予備折衝-文化財関係会議､東京､1963
62 第6次韓日会議 :文化財小委員会､1962-64
63 第 6次韓日会談 :在日棒大の法的地位関係会議､1961.10-64.3
64 第6次韓日会談 :在日韓人の法的地位関係参考資料 (各国の外国人に対する
永住権付与関係法令および慣例調査)､196巨62
65 第6次韓日会談 :本会議会議録および総合報告､1961-62
66 第6次韓日会談 :船舶か委員会会議録､1961-62
67 L第 116次韓日会談時に提示した返還請求船船リスト､1952-62
68 第6次韓 日会談 :漁業 お よび平和線委員会会議録お よび基本政策､
1961.10-62.3.5
69 第6次韓日会談 :韓日会談にかんする対策会議-漁業問題を中心に,1963.5
-9
70 第6次韓日会談 :第2次政治会談予備折衝-漁業関係会議､1962.6-64.3
全5巻申V.11962.6-12
71 同上V:,)I.リ眉.?l=)
72 同上V.3呈963.6-9
73 回二･＼ノillUt53.I(161.I
74 同上V.5ま964.2-3
75 第 6次韓日会談 :第 2次政治会談予備折衝-漁業関係会議録､1963.4-64.i
76 韓日会談漁業委員会で討議された韓日漁業協定関係資料､1952-63
77 第 6次韓日会談 :第2次政治会談予備折衝-韓日会談会議録合意･莱合意点
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対照作業､1962.7-9
78 第 6次韓 日会談 :第 2次政治会談 (金港植 -太平外相 会談 )､東京､
1963.7.25-31
79 第 6次韓 日会 談 :第 2次 政 治 会 談 予 備 折 衝 -本 会 議､ 第 1伽65次､
1962息2巨64.2.6堂5巻申V.1ト3次､1962.8.2ト29
80 川卜＼･.2･121:欠､19(且Sj.312.?()
81 岡上V.322-32次､1963.1.ll-3.28
日2 両J-.＼!13こう-｣fi二王､1鮒3.･1.317.25
83 同上V.547-65次､1963.8.8-64.2.6
84 第6次韓日会談:第2次政治会談予備折衝-本会議､第32次､1963.3.28(代
表者格にかんする件)
85 第6次韓日会談 :請求権委員会会議録第 1-11次､1961.10.27-62.3.6
86 第 6次韓日会談 :財産請求権関係総合資料集､1961
87 第6次韓日会議 :第2次政治会談予備折衝-請求権関係会議､1963
88 第6次韓日会談 :請求権関係染料一日本の東南アジア諸国にたいする賠償問題､
1961-64
89 韓日会談請求権関係資料 :田本の対米ガリオア､エロア債務弁済､1959-
62
90 第 6次韓日会談 :会談関係閣僚会議および会談関係諸問題点研究､且963-
64
91 続開第6次韓日会談 H964.3.12-4月):本会議開催のための予備交渉 (楼
童夏本部大便訪日接触報告)および本会議､1963.6-64.3
92 続開第6次韓日会談 :基本関係委員会､1964
93 続開第6次韓田会談 :文化財小委員会会議､第 1次､1964
94 続開第6次韓日会議 :(在 日韓入)法的地位委員会会議録第 ま-3次､
1964.4.22-5.14
95 続開第6次韓日会談 :本会議首席代表閤非公式会議 (本会議常任委員会会合)
第 1-21次､1964.3.26-ll.5
96 続開第6次韓日会談 :農相会談 (漁業関係)､東京､1964.3.10-4.6全2巻
申Ⅴ.1事前交渉および会議報告
97 同上V.2会議録および結果報告
98 続開第6次韓日会議 :懸案問題に関する韓国側最終立場､1963.4-6乳3
99 第7次韓日会談 H964.12.3-65.6.22)〔開催〕経緯､1964-65
100 第7次韓日会談 :基本関係委員会会議録および訓令､196姐2-65.2
まOl 第7次韓日会談 :代義団任免関係､1964-65
102 第7次韓日会議 くま964.12.3-65.6,22):文化財委員会議の開催計画､1965
ま03 第7次韓日会談 :法的地位委員会会議録および訓令､1964-65全 2巻申
V.1第 1-24次､ま964.12.7-65A.16
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1〔)Il トーJIl.＼′"i.!第25 LIO:'短､1965.4.21 (1)15
105 第 7次韓日会議 :本会議および首席代表会談､1964-65
106 第 7次韓日会談 :漁業関係会議および訓令もま96損 2-65.6全4巻申vpl漁
業及び平和線委員会､呈96射 2-65還
107 同上V.2農相会談 :漁業関係､1965.3.3-4.2
相8 同上V3合意事項草案および韓国側要約会議録
109 岡上V.41965.4.3仮署名以後の漁業および平和線憂員会､1965･4-6
110 第7次韓日会談 :1965.4.3仮署名以後の漁業間諜交渉 (1965.4-6)経緯､
1965全2巻申vJ交渉経緯および添付物､i-15
111 ;.1j仁＼∠i封､｣-:I;b]､l(i 21
112 韓日間の漁業協定施行のための追加合意事項にかんする的鼠 1965
113 第7次韓日会談 ;請求権関係会議報告および訓令､1965全3巻申V･3未解決
問題討議および桑文化作業 (V.i,V,2は2005年1月 17日に公開済)
114 韓日会談に対ずる米国の立場､1961-65
115 韓日会談各懸案にかんする南国の立場と解決方案､1965
1呈6 1965.6.22韓 日間の諸協定署名以後の合意事項実施のための関連措置､
1965.7-8
117 韓 日間の文化財および文化協力に関する協定署名以後の文化財引受
(1966.5.28)､1965-66
且18 韓日会談関係資料､1964-66
119 〔民間人 挿 ム ･テソン)など〕の対日請求権解決問題､1955-65
120 韓日会談請求権関係資料､1965-66
121 朴正幣国家再建最高会議議長田本訪問､1961.1日 1-12
ほ2 丁-権外務部露営日本訪問､1964.4.3-7
123 李東元外務部長官田本訪問､1965
124 小坂日本外相訪韓､1960.9.6-冒
125 椎名悦三郎田審外相訪韓､1965.2.17-20
126 金鐘泌特使田本訪問､1962.2.19-24
127 金鍾泌特使日本訪問,1962.且0-ll
128 杉道介日奉特使 (第6次韓日会談首席代表)訪韓､1961.ll.2- 〔il,那
129 韓日間の基本関係にかんする条約 〔など日 964-65全5巻申.1交渉及び署
名
130 同上V.2国会批准審議
131 同上Ⅴ.3批准書交換
旦32 同上V.4国内措置
133 同上V.5一般事項
134 韓日間の日本に居住する大韓民国国民の法的地位と待遇にかんする協定資料､
1964-66
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野2005年に韓国で公開された日韓会談関連外交文書
量35 韓日間の財産および請求権に関する問題の解決と経済協力にかんする協定 (資
料集)1963-65
136 〔韓日間の請求権および経済協力協定〕第 1議定書第7条および第 1議定書
の実施細目-協定および第 1集2の合同委員会-協定､1965-66全3巻申
V.1協定実施のための追加合意事項交渉､1965,6-12
137 同上V.2協定実施のための追加合意事項交渉､1966.1-3
138 岡上V.3追加合意事項締結国内措置
139 韓日間の漁業協定の合意議事録第3項の実施のための了解事項､1965-66
140 韓国の漁業保護政策 :平和線宣布､1949-52
141 平和線宣布と関連する諸問題､1953-55
142 韓国の漁業資源保護法公布と関連する韓日間の紛争､1953-55
143 対日経済協力政策､1965-66
144 韓日経済閣僚懇談会､ソウル､1966,9.8-10
145 請求権資金第2次年度実施計画 〔案)にかんする韓日間実務交渉､1966,6-
10
146 対日漁業協力借款導入交渉､1965
147 対日潤滑油工場建設借款導入､1964-65
148 対日義岩水力発電所建設資材借款導入､1962-67
149 長期決済方式による対日資本財導入､旦963-65
150 対日2000万 ドル延払い導入にかんする韓日間の覚書交換～i964-65全2
巻申V,i1964.6-9
ま51 同上V,21964.10-65.4
152 韓日漁業共同委員会､第 1次､ソウル､1966.は.25-26〕
153 韓日民間漁業共同委員会､第 呈次､東京､1966.12.19-20
154 韓日農相会談､ソウル､1965.12,18-19
155 韓日貿易会談､第 ま次､東京､1965.3.ll-27
156 韓日貿易会談､第2次､ソウル､1965.12.15-18
･三.外交安保辞究芯 ･:InstituteofトoreiqnAfairsandNatlOn,llSe⊂LJri.Lyh7)1上,L'Jiは_rlF'JI)通り
ソウJL･特別市 瑞苧再 論革洞 1376-2日3/186j,1376日),Seo⊂hod()nq.
SeoCho-gu,Seoul,Korea.､Tel:(82121349717600.Fax:(82-2:･5711019
は しぎわ ふみとし:新潟国際情報大学助教授)
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